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第1. 職業 ・家庭科は何故改訂 され












 23年 から7年 頃まで生活学習,経 験学習,中 心のコ
アカリキュ ラムが主唱 され,従 来家庭科で取 扱 つ た
衣,食,住,経 済等が文部省編 又は文部省検定教科
書 として中学 ・高校の数学 ・理科 ・社会科で 取 扱 わ
れ,遂 に家庭科廃止論 まで起つた。元来当時米軍の勧
告は命令として受取られ,彼 等が指導者 として重要な
役 目を持つていた。この為教科 としての独 自性を失い
混乱が問題となつた。
 「新制は野球ばか りが強 くな り」 と川柳子の眼に映
じた許 りでな く,学 力は低下,社 会は混乱し自由 ・平
等の乱用は遂に道徳教育を問題にす る様になつた。 日


















  ←).教 育内容の刷新改善
  ⇔.道 徳教育の充実 ⇔.基 礎学力の問題
  ㈱.科 学技術教育
  ㈲.学 校営理の適正化
 (→.教 育内容の改善
 小学校 ・中学校は義務教育である。それの学習指導
要領(0般 編 ・家庭科編)は 最初22年YrL出 来,26年 改
正 されたが尚ほ占領中であ り,幾 多の問題を残してお
る。その後講和条約が結ばれ,日 本は国際社会にも段
々重要な位置を占めて来た。そ こで独立国家 として,




  ←)地 理,歴 史を強化する一殊に日本の伝統 ・古
   典を教 え,そ して 日本民族を愛する心情を培い
   たい。
  ⇔ 道徳教育,其 他の説明があるが本題直接の関
   係がないので一応省略する。
 ⇔.基 礎学力の問題
 32年9月 行つた基礎労力調査(100点 満点)で 中学
校の数学は全国平均30点,国 語は40点 。一般社会 ・理
科(物 理 ・化学 ・生物 ・地学)は,小 学 ・中学の社会
は55,7点,小 学校理科51.3点,中 学理科49.5点,高 校
一・般社会は48.6,定 時制38.7,理 科の物理,化 学 ・生
物は20～30点 代の不成績であ り,殊 に中学校理科はA
校B校55点 の差があった。小学校社会AB校 は70点 の
開きがあつた。同 じ義務教育の学校でこれだけの差は
何が原囚か。基礎学力はこれで よいのか。 これを少し




 欧米の原子科学は飛躍的に進歩し,オ ー トメーシヨ
ン化から第2産 業革命に進行し,世 界の科学技術は革
新時代に入つた。又学校の科学技術教育も益 々充実し
つつある。 日本が現状のままでは到底彼等に 及 ば な
い。於是,小,中 学校算数 ・理科の改善が問 題 と な
り,図 工や職業 ・家庭科 も再編成 と な つ た の で あ
る。
 ㈱ 教科の重複 と系統学習の強化
 生活経験,児 童生活の重視はよいが,教 科全体に亘
る縦横の関係を研究して,系 統学習を取 り入れるべ き
である,而 して小学 ・中学 ・高校教育に一貫性を持た





して 「示唆」 「参考」を与えると云 うことになつてお
る。学校教育法施行規則によると 「学校の教育課程の





    る問題
 日本の自然科学研究に費す金は400億,西 独は 日本
の2.5倍,英 は8.2倍,ソ 連は30.5倍,米 国は35倍 であ
る。米は1兆4千 億,ソ 連は1兆2.200億 である。昭
和31年 度 まで 日本が外国に支払つた特許料は247億 。
32年 度技術導入対価支払額は400億 を越えておる。 飛







があ り,年 余の仕事を数分で片付ける計算機,人 工頭
脳化した工場を設計するにはやは り金が要 る。
 処が其処に国富,資 源の経済問題があ る。(米 国経
済 と日本経済の差に就て……省略)。 日本の国土は ソ
連の1.6%,米 の3.7%し かない。人 口は1平 方キ ロに
米は21名,ソ 連は9名,口 本は245名 。 耕地をみると




が違 う(省 略)米 国労働者1時 間当 り実質賃金1.4ド
ル,日 本は0.11で 日本人の13倍 の収入がある。(以 下
省略。)
 科学技術を どうして発達 さすか。天然資源のない 日






代技術,近 代科学を入れ,科 学常識を高め,科 学思想
を普及する事が中学校教育に要求 されて来た所以であ
る。それでは今迄文部省は何 をして来たか。
  ←).産 業教育振興法26年6月(解 説省略)
  ⇔.理 科教育振興法28年8月(解 説省略)
  ⇔.22年 学習指導要領一般編教育 目標1.2.4.項 に
   科学教育に注意しておる
  ㈲.26年 図書改訂には項 なし





 諸外国の科学技術教育にこ就 て一一 文部省は昨年から
今春にかけて日本の文科 と理科の比率を変えねばなら
ない とよく言つた。然し25年 以来文科75%理 科25%で




順にみるとeイ ン ドネシア70.2°o他は文科系(法 ・文
・経)(⇒ 蘭64.3%,⇔ 中共64.2%,{四 ソ連59,8°o,㈲
伊50.9%,㈹ 濠49.6%,㈹ 仏43.9°0,㈹ 英42.2,?㈹
瑞38.8°?〔B口 本25%で あ り米16.2%で 他は文科系 と
なつておる。
 英国は技術教育白書(1953)を 出し 「植民 地 の 利
益,大 商船隊,大 海軍力時代 は去 り,巧 妙な外交で繁
栄も出来な くなつた。(要 略)イ ーデンは科学振興に就
て(31年1月)「 今や科学技術教育の拡充を最 も必要
とする」 と述べ,中 等教育を改造し新しい構想,新 し
い技術を採択し英国産業技術教育を ピラミッ ト型に建






学は100名 に対し8名,物 理は4名 の割合。 全米高校
4分 の1は 物理 ・化学を教えてない。理科系大学に進
学出来ないので,現 在その対策に苦心して色 々会が出
来ておる。フル シチ ヨフは米国の招待会で 「現在 ソ連
の文化,国 富は皆さんの国に及ばない。だが12年 待つ
て下 さい。文化,教 育,経 済に於て必ず皆さんを追越
してみせる」云々。中共首相は去る10月 国慶節に14年





成に力めておる。一体10年15年 先きの 日本は どうなる
か。 日本は何処にご行 くのか。企画性,構 想力,組 織力
を技術の中に伸ばす教育が要求されね ばならないこと















学校にそれが及ぶ と考える。英国が ピラ ミッ ト型に産
業技術を地盤である教育から作ると考えるの と根本が
違 う(以 下省略)
 かつて 「米国経済が クシヤ ミをする と西欧経済は風
を引き日本経済は肺炎を起す」と云われた。33年 度西
欧は外貨保有が200億 を越え本年上半期は殆 ど米 国 と
対等にな り8年 前の250億 の差をな くしただけで な く
西欧の クシヤ ミで米国が風を引きそ うになつた。 日本
も科学技術を根気 よくやつ て行 くことに よつて風も引
かない健康体を作 り得ると思 う,そ れには創意を伸ば
す教育が大切である。(省 略)
一21一
第5. 技術 ・家庭 科に就て
1.改 訂の基本方針
  1.技 術には図工の工作が入つた。家庭工作から
   科学技術指導を強化しようとする
  2.女 子には女子向内容を中心に学習さすこと
  3.内 容を選んで系統学習が出来る様にしたこと
2.指 導 目 標
  1.生 活に必要な基礎技術を習得させ,創 造 ・生
   産の喜びを味わせ,近 代技術に就て理解させ,
   生活に処する基本態度を養 う
  2.設 計 ・製作する学習経験を通して表現 ・創作
   の能力を養い物事を合理的に処理する態度を養
   う
  3.製 作 ・操作の学習経験を通して技術と生活の
   密接な関係を理解させ生活の向上と技術発展に
   努力する態度を養 う
  4.生 活に必要な基礎的技術に就て学習経験を通
   して近代技術に対する自信を与え協同 ・責任 ・
   安全を重んじ実践的態度を養う
 現行指導書(32年 版)Y'も 基礎的技術 ・基本的生活










  1.工 作を入れて技術 ・家庭科としたので基礎技
   術に関する指導を一層強化し科学技術の指導と
   した
  2.義 務教育であるから男女2系 列とし,最 低必
   要な内容を示し必ず履習させる。その上で学校
   事情,地 域実情で差の出来るものは止むを得な
   い
  3.他 教科との関係を明かにこして内容を 精 選 す
   る。そして実践的学習.系 統学習を重視する。
 4.必 修科目  技術 。家庭科女子向教材
  1年 調理 被服製作 家庭機械 家庭工作
     設計製図
  2年 調理 被服製作 家庭機械 家庭工作
     設計製図
一22-一 食物学会誌 ・第7号
  3年 調理,被服製作,家 庭機械,家 庭工作,保 育
 5.選 択科 目家庭科
  第1指 導 目標
  家庭生活Y'必 要な衣 ・食 ・住 ・保育 ・看護 ・家庭
  経営に就て理解させ.家 事其他実務に役立つ基礎
  技術を習得させる。
  家庭生活を合理化 ・能率化し明る く快適にす る態
  度を養 う
  第2家 庭科内容
  (1)被 服一 概論的なもの,被 服製作,,(洋 裁
   ・和裁手芸 ・編物)
  (2)食 物一 食生活,献 立調理
  (3)保 育 ・看護一 保育(生 理 ・心理機能 ・栄養
   )看 護(病 気衣食住,世 話の仕方,常 備薬)
  (4)住 居 ・家庭経営一 住居(健 康 と住居,職 業
   ,設 備)家 庭経営(家 庭経済,家 事労働,家 庭
   生活)




はその一環 として改訂 され るものであつて,改 訂の基
本は技術 ・家庭科構想の背景に述べた思想を充分理解
す る必要がある。




術 ・科学技術Y'結 ぶ事である。 (34.11.2記)
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